
   防府市土地改良事業補助金交付要綱 

                       昭和４ ６ 年４ 月１ 日制定 

 （ 目的）  

第１ 条 こ の要綱は、 農業生産基盤の整備を 図るため、 土地改良区、 農業協同

組合その他市長が適当と 認める団体（ 以下「 事業主体」 と いう 。） が行う 土地

改良事業（ 以下「 事業」 と いう 。） に係る補助金の交付について必要な事項を

定めるも のと する 。  

 （ 対象土地改良事業及び補助率）  

第２ 条 市長は、 毎年度予算の範囲内において、 事業主体が行う 事業に要する

経費について、 当該事業主体に対し 補助する 。  

２  前項の補助は、 事業主体を 構成する受益者に市税の滞納がない場合に行う

も のと する。 ただし 、 土地改良区、 農業協同組合が行う 事業についてはこ の

限り でない。  

３  第１ 項に規定する 補助の対象と なる事業の種類、 補助対象要件及び補助率

は、 別表に定める と おり と する。  

 （ 補助金の交付申請）  

第３ 条 前条の規定による補助金（ 以下「 補助金」 と いう 。） の交付を 受けよう

と する事業主体は、 補助金交付申請書（ 第１ 号様式又は第２ 号様式） に関係

書類を添えて、 市長に申請し なければなら ない。  

 （ 補助金の交付の決定）  

第４ 条 市長は、 前条の規定により 補助金交付申請書の提出があっ た場合にお

いて、 その内容を 審査の上、 補助金を 交付するこ と が適当であると 認めると

き は、 補助金の交付の決定を し 、 補助金交付指令書（ 第３ 号様式） により そ

の旨を当該事業主体に通知する。  

２  別表に定める土地改良事業の種別のう ち 、 単独市費土地改良事業に係る補

助金について事業主体が工事業者に施工を 依頼する場合は、 市長は、 防府市

内に主たる営業所を有する者（ 以下「 市内業者」 と いう 。） では施工でき ない

場合又は特別の事情がある場合を 除き 、 原則と し て市内業者に依頼するこ と

を 交付決定の条件と し 、 補助金交付指令書（ 第３ 号様式） によ り その旨を 当

該事業主体に通知する 。  



 （ 事業計画の変更等に係る承認の申請）  

第５ 条 前条の規定による補助金の交付の通知を 受けた事業主体は、 当該事業

の内容その他申請に係る 事項の変更を し よ う と すると き は、 土地改良事業計

画変更承認申請書（ 第４ 号様式） を 市長に提出し 、 その承認を 受けなければ

なら ない。  

 （ 事業の着手及び完了の届出）  

第６ 条 事業主体は、 当該事業に着手し たと き は土地改良事業着手届（ 第５ 号

様式） によ り 、当該事業を完了し たと き は土地改良事業完了届（ 第５ 号様式）

により 、 遅滞なく その旨を市長に届け出なければなら ない。  

２  前項の土地改良事業完了届には、 次の各号に掲げる 事業について、 当該各

号に掲げる書類を 添付するも のと する。  

 （ １ ）  団体営土地改良事業及び単独県費土地改良事業 事業実績書・ 収支

精算書（ 第６ 号様式）、 工事出来高設計書 

 （ ２ ）  単独市費土地改良事業 事業費精算書（ 第７ 号様式）  

 （ 補助金の額の確定及び補助金の請求）  

第 7 条 市長は、 前条の規定による 土地改良事業完了届を 受理し たと き は、 そ

の内容を 検査し 、 適当であると 認めると き は、 交付すべき 補助金の額を確定

し なければなら ない。  

２  事業主体は、 前項の規定により 確定さ れた額につき 補助金の交付を 請求す

る こ と ができ る。  

 （ 補助金の交付）  

第８ 条 市長は前条の規定による補助金の交付の請求を 受けたと き は、 当該事

業主体に対し 補助金を 交付する。  

２  市長は、 必要があると 認めると き は、 前項の規定にかかわら ず、 第４ 条の

規定による通知に係る 金額の範囲内で、 概算払いにより 補助金を 交付するこ

と ができ る。  

３  前項の規定による 概算払いによ る補助金の交付を受けよう と する事業主体

の行う 請求は、 補助金概算払請求書（ 第８ 号様式） による も のと する。  

 （ 関係書類の整備、 保存）  

第９ 条 事業主体は、 事業の実施状況及び当該事業に係る収支に関する一切の



状況を明ら かにする帳簿その他関係書類を 、 整備、 保存し ておかなければな

ら ない。  

 （ 報告及び検査）  

第１ ０ 条 市長は、 必要があると 認めると き は、 事業主体に対し 、 必要な報告

を 求め、 若し く は事業の実施に関し 必要な指示を し 、 又は関係職員に帳簿そ

の他関係書類等若し く は当該事業の実施状況を検査さ せる こ と ができ る。  

 （ 補助金の交付の決定の取消し 等）  

第１ １ 条 市長は、 事業主体が次の各号の一に該当する と き は、 当該補助金の

交付の決定の全部又は一部を 取消すこ と ができ る 。  

 （ １ ）  こ の要綱に違反し たと き 。  

 （ ２ ）  事業の施行方法が不適当であると 認めら れる と き 。  

 （ ３ ）  支出額が設計額に比し 減少し たと き 。  

 （ ４ ）  その他市長が取消の必要を認める と き 。  

２  市長は、 前項の規定により 補助金の交付の決定を取消し た場合において、

当該取消し に係る 部分について、 既に補助金が交付さ れている と き は、 当該

事業主体に対し 、 期限を 定めて、 その返還を 命ずるも のと する 。  

 （ 維持管理）  

第１ ２ 条 事業主体は、 こ の要綱の規定によ り 補助金の交付を 受けて実施し た

事業の成果の維持管理に努めなければなら ない。  

 （ その他）  

第１ ３ 条 こ の要綱に定めるも ののほか、 こ の要綱の施行について必要な事項

は、 市長が別に定める 。  

   附 則 

１  こ の要綱は、 昭和４ ６ 年４ 月１ 日から 施行し 、 昭和４ ６ 年度分の補助金か

ら 適用する。  

２  防府市土地改良事業補助金交付要綱（ 昭和４ ４ 年４ 月２ ３ 日制定。以下「 旧

要綱」 と いう 。） は廃止する。  

３  こ の要綱施行の際、 現に旧要綱の規定により 補助金の交付の決定を 受けて

いる事業（ 当該事業の継続事業を 含む。） については、 従前の例によ る。  

 



   附 則 

 こ の要綱は、 昭和４ ７ 年４ 月１ 日から 施行し 、 昭和４ ７ 年度分の補助金から

適用する。  

   附 則 

 こ の要綱は、 昭和５ ２ 年４ 月１ 日から 施行し 、 昭和５ ２ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。  

   附 則 

 こ の要綱は、 昭和５ ３ 年４ 月１ 日から 施行し 、 昭和５ ３ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。  

   附 則 

 こ の要綱は、 昭和５ ６ 年４ 月１ 日から 施行し 、 昭和５ ６ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。  

   附 則 

 こ の要綱は、 昭和６ ０ 年４ 月１ 日から 施行し 、 昭和６ ０ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。  

   附 則 

 こ の要綱は、 昭和６ １ 年４ 月１ 日から 施行し 、 昭和６ １ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。 ただし 、 昭和６ １ 年度以前に着工し 、 継続し て補助金

を受けている事業については、 従前の例によ る。  

   附 則 

 こ の要綱は、 平成４ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成４ 年度において決定する補

助金から 適用する。  

   附 則 

 こ の要綱は、 平成７ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成７ 年度において決定する補

助金から 適用する。  

   附 則 

 こ の要綱は、 平成８ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成８ 年度において決定する補

助金から 適用する。  

   附 則 

 こ の要綱は、 平成１ １ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成１ １ 年度において決定す



る補助金から 適用する 。 ただし 、 平成１ １ 年度以前に着工し 、 継続し て補助金

を受けている事業については、 従前の例によ る。  

   附 則 

 こ の要綱は、 平成１ ２ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成１ ２ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。   

   附 則 

 こ の要綱は、 平成１ ３ 年１ 月１ 日から 施行し 、 平成１ ２ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。   

   附 則 

 こ の要綱は、 平成１ ５ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成１ ５ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。   

   附 則 

 こ の要綱は、 平成１ ８ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成１ ８ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。  

   附 則 

 こ の要綱は、 平成２ １ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成２ １ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。  

   附 則 

 こ の要綱は、 平成２ ２ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成２ ２ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。  

   附 則 

 こ の要綱は、 平成２ ３ 年４ 月１ 日から 施行し 、 平成２ ３ 年度において決定す

る補助金から 適用する 。  

   附 則（ 防府市用排水路浚渫費補助金交付要綱等の一部を 改正する要綱） 

１  こ の要綱は平成２ ５ 年４ 月１ 日から 施行する。  

２  こ の要綱施行の際、 従前の規定により 定めら れた印刷物で残存するも のに

ついては、 適宜修正のう え使用する こ と ができ る 。  

   附 則 

 こ の要綱は、 平成２ ７ 年２ 月１ ８ 日から 施行する。  

  



附 則 

 こ の要綱は、 平成２ ９ 年９ 月１ 日から 施行する。  

附 則 

 こ の要綱は、 令和３ 年１ 月１ 日から 施行する。  

附 則 

 こ の要綱は、 令和３ 年４ 月１ 日から 施行する。  

附 則 

 こ の要綱は、 令和７ 年４ 月１ 日から 施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（ 第２ 条関係）  

土地改良事業の種

別 
採 択 要 件 補 助 率 

 

団体営 

 土地改良事業 

 

 山口県の土地改良事業

補助金交付要綱（ 表外記

載） に基づいて実施さ れ

る土地改良事業と する。  

 

 事業費の８ ５ ％以内と す

る。 （ 左記の県規則の補助率

を含む） ただし 、 市長が特に

定めたと き は、 その補助率と

する。  

危険ため池は、 事業費の 

９ ８ ％ 以上と する。  

 

単独県費 

 土地改良事業 

 

 山口県単県農山漁村整

備事業費補助金交付要綱

（ 平成９ 年４ 月１ 日制

定） に基づいて実施さ れ

る土地改良事業と する。  

 

 事業費の７ ５ ％以内と す

る。 （ 左記の県規則の補助率

を含む） ただし 、 市長が特に

定めたと き は、 その補助率と

する。  

危険ため池は、 事業費の 

９ ８ ％ 以内と する。  

 

単独市費 

 土地改良事業 

 

次に掲げる採択要件を備

え、 用地買収費及び補償

費を除く 事業費が２ ０ 万

円以上１ ８ ０ 万円以下の

事業と する。 ただし 、 樋

門・ 水門改修事業及びた

め池改修事業、 ため池廃

止事業については、 事業

費の限度額を ３ ０ ０ 万円

と する。 また、 ため池改

修事業及びため池廃止事

業に限り 調査・ 設計費も

事業の対象と する。  

１  採択要件 

１ ） かんがい排水事業 

・ 受益農地面積１ ㌶以上 

・ 農家戸数  ２ 戸以上 

２ ） 農道改修事業 

・ 受益農地面積１ ㌶以上 

・ 農道幅員  1.5ｍ以上 

・ 農家戸数  ２ 戸以上 

・ 対象は農業振興地域内 

 

 次の表のと おり と する。 た

だし 、 市長が特に定めたと き

はその補助率と する。  

 また、 市と 管理協定を締結

し ている施設の補助率につい

ては、 区域によら ず、 農業振

興地域農用地区域の補助率を

適用する。  

補助金の額は千円未満を切り

捨てた額と する。  

 

 

 

１ ） ～４ ） の補助率 

 農

業

振

興

地

域 

（ 農用地区域）  

事業費の６ ５ ％以内 

 

 

（ 農用地区域以外）  

事業費の５ ５ ％以内 

 

 
農業振興地域以外の区域 

  事業費の４ ５ ％以内 

 

 



３ ） 暗渠排水事業 

・ 受益農地面積 0.5㌶以

上 

・ 農家戸数  ２ 戸以上 

４ ） 樋門・ 水門改修事業 

・ 受益農地面積１ ㌶以上 

・ 農家戸数  ２ 戸以上 

５ ） ため池改修事業 

・ 受益農地面積 0.5㌶以

上 

・ 農家戸数  ２ 戸以上 

６ ） ため池廃止事業 

・ 受益農地面積及び農家

戸数は問わない。ただし 、

ため池の廃止に関する関

係者の同意書を提出する

こ と 。  

７ ） 農道補修事業 

・ 農業振興地域内にあっ

て、 幅員が３ ｍ以上で、

起点・ 終点が幅員３ ｍ以

上の市道及び農道等の公

道に接続し ている舗装道

路。  

 

２  １ の規定にかかわら

ず、 立地条件その他市長

が特に認めたと き は、 こ

の限り でない。  

 

 

 

 

 

 

５ ） の補助率 

 全域 事業費の９ ０ ％

以内 

 

 

６ ） の補助率 
 

全域 事業費の 

１ ０ ０ ％以内 

 

 

 

７ ） の補助率 

 
農業振興地域内 

  事業費の９ ０ ％以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 山口県の土地改良事業補助金交付要綱で表さ れる補助金交付要綱及び事業 

山口県土地改良事業補助金交付要綱 

（ 制定 平成１ ０ 年３ 月３ １ 日耕地第２ ２ ０ ３ 号農林部長通達）  

（ 改正 平成２ ２ 年４ 月１ 日平２ ２ 農村整備第１ １ １ 号）  

 土地改良総合整備事業（ 調査設計）  

 基幹水利施設管理技術者育成支援事業 



 新農業水利システム保全対策事業 

 農業用水水源地域保全対策事業 

山口県農地防災事業等補助金交付要綱 

（ 制定 平成１ ０ 年３ 月３ １ 日耕地第２ ２ ０ ３ 号）  

（ 改正 平成２ ２ 年４ 月１ 日平２ ２ 農村整備第１ １ １ 号）  

  ため池等整備事業（ 農山漁村地域整備交付金実施要綱に基づき行う 農業用

河川工作物応急対策等事業を 含む。 ）  

  農業用施設災害関連事業 

  農地・ 農業用施設災害復旧事業査定設計委託費等補助金 

 

 山口県農業生産法人等育成促進事業補助金交付要綱 

 （ 制定 平成１ ９ 年７ 月１ １ 日平１ ９ 農村整備第９ ９ １ 号）  

（ 改正 平成２ ２ 年４ 月１ 日平２ ２ 農村整備第１ １ １ 号）  

  調査・ 調整事業 

  農業生産法人等農地集積促進事業 

 

 山口県農村整備事業補助金交付要綱 

 （ 制定 昭和４ ９ 年１ 月７ 日農政第１ ５ ３ ２ 号）  

 （ 改正 平成２ ２ 年４ 月１ 日平２ ２ 農村整備第１ １ １ 号）  

  農村総合整備事業 

  農業集落排水事業（ 村づく り 交付金実施要綱に基づき 行う 事業を含む。 ）  

  田園空間整備事業 

  農村振興総合整備事業（ 村づく り 交付金事業及び農山漁村地域整備交付金

実施要綱に基づき 行う 集落基盤整備事業を 含む。 ）  

  地域用水環境整備事業 



  農業農村整備事業実施計画策定事業 

  農村振興総合整備実施計画策定事業 

  農村振興基本計画策定事業 

  農村環境計画策定事業 

 

 山口県農業経営高度化支援事業補助金交付要綱 

（ 制定 平成１ ９ 年４ 月２ 日平１ ９ 農村整備第２ ２ １ 号）  

（ 改正 平成２ ２ 年４ 月１ 日平２ ２ 農村整備第１ １ １ 号）  

  調査・ 調整事業 

  高度経営体集積促進事業 

  耕地利用高度化推進事業 

 

 山口県元気な地域づく り 交付金交付要綱 

（ 制定 平成１ ７ 年８ 月１ 日平１ ７ 農村整備第１ ２ ０ ０ 号）  

（ 改正 平成２ ２ 年４ 月１ 日平２ ２ 農水政策第３ ７ １ 号）  

  生産基盤及び施設の整備に関する事業 

  地域間交流拠点の整備に関する事業 

 

 その他、 農業農村整備事業採択の手引き に記載さ れる事業 

  かんがい排水事業 

  経営体育成基盤整備事業 

  畑地帯総合農地整備事業 

  農用地再編開発事業  

農業水路等長寿命化・ 防災減災事業など  


